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第２章 空き家等を取り巻く現状と課題 

（１）地勢 
・本市は東京都心の西方 26km、北緯 35 度 43 分 43 秒、東経 139 度 28 分 39 秒に位置し、

東西約 10km、南北 4km、面積は 20.51 ㎢であり、多摩 26 市中 10 番目の広さです。 

・武蔵野台地上に平坦な地形をなし、市域の東は西東京市、西は東大和市・立川市に、南
は小金井市・国分寺市に、北は東久留米市・東村山市に接しています。 

・市内には 7 つの鉄道駅があり、西武新宿線、西武拝島線が市を東西方向へ結び、JR 武蔵
野線、西武国分寺線、西武多摩湖線が所沢、国分寺方面に連絡しています。 

・市内を走る幹線道路は、市の中央を青梅街道、その北側を新青梅街道、南側を五日市街
道が東西方向に横断し東京の中心部を結び、府中街道、新小金井街道、小金井街道、け
やき通り等が南北方向に縦断しています。 

・玉川上水の開通に伴い新田開発がなされ、青梅街道に沿って列状に並ぶ農家と、その背
後に細長い短冊型の畑地と林地のある独特な集落が形成されてきた歴史があり、その後 7
つの駅周辺を中心に都市化が進み、住宅都市として発展してきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■図表 1-1 本市の位置 

 
※1 東経・北緯は、世界測地系を使用しています。 

※2 面積は、平成２７年１０月１日現在で国土交通省国土地理院が公表した「全国都道府県市区町
村別面積調」によります。 
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（２）人口の現状 

①人口 
・本市の人口は、平成 30 年 1 月 1 日時点で 19 万 1,308 人であり、平成 10 年(20 年前)の 16

万 8,714 人と比べ、約 1.13 倍に増加しています。 

・平成 23 年はほぼ横ばいとなるものの、総人口は昭和 64 年から緩やかな増加を続けてい
ます。 

・なお、平成 25 年に対前年度比で大きな増加率が確認できますが、これは外国人登録制度
が廃止され、平成 24 年７月９日より外国人住民も住民基本台帳制度の対象となる法改正
があったためと推測されます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■図表 2-1 総人口の推移（資料：住民基本台帳人口） 
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②年齢階層別人口 
・平成30年１月１日現在の年齢階層別の人口構成比を見ると、年少人口（0～14歳）が 13.04％、

生産年齢人口（15～64 歳）が 63.99％、老年人口（65 歳以上）が 22.97％を占めていま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■図表 2-2 年齢階層別の人口（男女別）（資料：住民基本台帳人口） 

 

・平成 24 年から平成 30 年の年齢階層別人口の推移を見ると、生産年齢人口の割合が年々
低下している一方、老年人口の割合が年々上昇しており、平成 30 年では 22.97％に達し
ています。 

・年少人口の割合は、平成 30 年時点では、平成 24 年と比較すると減少していますが、平
成 27 年からは微増傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

■図表 2-3 年齢階層３区分別人口の推移（資料：住民基本台帳人口）  
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③65歳以上高齢者単独世帯 
・65 歳以上の高齢者単独世帯は、年々増加傾向にあり、平成 27 年時点では 8,486 世帯で一

般世帯の 10.24％に達しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■図表 2-4 65 歳以上高齢者単独世帯の推移 

（資料：平成 12 年、17 年、22 年、27 年国勢調査） 
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（３）住宅の状況 

①住宅の建て方 
・本市の住宅の所有と建て方の割合についてみると、各年度とも共同住宅が最も多い割合

を占めており、平成 10 年調査からの推移を見ると、共同住宅は平成 20 年調査時が最も
多く 46,440 戸となっています。 

・一戸建は年々増加傾向にありますが、一戸建のうち持ち家は増加傾向、借家は減少傾向
にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■図表 3-1 住宅の建て方別の推移 
（資料：平成 10 年、15 年、20 年、25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

■図表 3-2 住宅の所有と建て方別の推移 
（資料：平成 10 年、15 年、20 年、25 年住宅・土地統計調査） 
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②住宅の建築時期 
・本市の住宅の建築時期は、持ち家の住宅では昭和 56 年～平成 2 年築の住宅が最も多く、

次いで平成 8 年～12 年築の住宅が多くなっています。 

・借家では平成 3 年～7 年築の住宅が最も多く、次いで昭和 56 年～平成 2 年築の住宅が多
くなっています。 

・建築時期が昭和 55 年以前に建築された住宅を旧耐震基準とした場合、持ち家の旧耐震基
準の割合は 23.9％となっており、借家の旧耐震基準の割合 15.8％よりも 8.1 ポイント多い
状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■図表 3-3 住宅の建築時期（資料：平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 
■図表 3-4 住宅の建築時期（３区分）（資料：平成 25 年住宅・土地統計調査） 
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（４）本市における空き家等の状況 

①空き家数、空き家率の推移 
・住宅・土地統計調査によると、本市の空き家の合計は増加傾向にあり、平成 25 年は空き

家数 10,830 戸で住宅総数 93,650 戸に占める空き家の割合は 11.56％となっています。 

・空き家のうち、賃貸用の住宅が最も多く、次いでその他の住宅が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■図表 4-1 空き家数の推移（資料：平成 15 年、20 年、25 年住宅・土地統計調査） 

 
※住宅・土地統計調査は、標本抽出方法により算出され、空き家数は集合住宅の「空き室」を含んだ

数となっています。 
※統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致し

ません。（市区町村は、1 位を四捨五入して 10 位までを有効数字として表章） 
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・多摩 26 市の住宅総数のうち空き家が占める割合の平均は 10.8％であり、本市の空き家が
占める割合は多摩 26 市の平均よりも高く、多摩 26 市中 12 番目になります。 

・この空き家のうち、「その他の住宅」が占める割合は、19.9％（2,150 戸）で、多摩 26 市
の平均 16.2％よりも高く、多摩 26 市中 7 番目になります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■図表 4-2 多摩 26 市の空き家の割合の比較（資料：平成 25 年住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図表 4-3 多摩 26 市のその他の住宅の割合の比較（資料：平成 25 年住宅・土地統計調査） 
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（５）本市の実態調査の結果【国指針３：空家等の調査に関する事項】 

①これまでの取組 
本市では、平成 24 年度に市内全域の建築物約 80,000 戸を対象として、空き家等の所在

や管理状況について実態を把握することを目的に現地実態調査を実施し、543 件の空き家等
を確認しました。 

また、市民等から相談の寄せられた空き家等について管理台帳を作成しその記録を取り
ながら、必要に応じて現地確認や所有者等の特定、改善要請、経過観察等を行い、平成 24
年度から平成 28 年 9 月末までに 226 件対応を行ってきました。 

平成 28 年度は、法が平成 27 年 5 月 26 日に全面施行されたことに伴い、市内の空き家等
について、今後、市として総合的かつ計画的な対策を講じていくために必要な基礎資料を
確保する趣旨から、平成 24 年度調査で確認した空き家等と、これまでに相談の寄せられた
空き家等と思われる建築物について、現地実態調査及び所有者等意向調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、今後は、国の法律等の動向や住宅・土地統計調査の結果などを踏まえ、必要に応
じて空き家等実態調査の実施を検討していきます。 
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②平成 28年度実態調査 
平成 24 年度調査時点での空き家等と市民等から相談の寄せられた空き家等に対し、外観

目視による現地実態調査を実施し、市内に存在する空き家等の最新の状況を把握・分析す
るとともに、空き家等と推定される建築物所有者等に対し意向調査を実施し、現在及び将
来的に当該空き家等をどのように処遇する考えであるかを把握することで、今後、法にあ
る空き家等対策計画策定やその他の住宅施策等により良好な住環境を維持保全し、市とし
て総合的かつ計画的な対策を講じていくために必要な基礎資料を確保するために実施しま
した。 

 
■調査地域：小平市内 

■調査対象： 

・現地実態調査 

 

 

 

 

 

 
※②は、市民等から相談の寄せられた空き家等は 226 件でしたが、管理台帳では同

一敷地に複数の建物がある場合１件として計算していたため、建物数は 239 件で
した。 

※④は、事前に建物所有者等から入居の連絡があった箇所を対象外としました。 

 

・所有者等意向調査 

現地実態調査結果から、空き家等と推定された建築物所有者等に対して実施 

■調査期間：平成 28 年 6 月から平成 28 年 11 月まで 

 

■実態調査結果 
・実態調査の結果、空き家等は 314

件で、現地実態調査の対象 728 件
に対して 43％となっています。 
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②：市民等から相談の寄せられた空き家等 239件
③：②のうち①と同一箇所 50件

項目 件数

④：②のうち調査対象外とした箇所
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市内の空き家等の分布図 
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・町別にみると、小川町が最も多く 53 件、花小金井が 35 件と続いていますが、小川町や
花小金井は町域が広く、家屋数も多いために空き家等が多くなっています。このことか
ら、市内でどこか極端に際立って空き家等が多いという特徴ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・建築物の主用途についてみると、戸建住宅が 270 件で最も多く、86.0％を占めています。 

・次いで、集合住宅が 21 件（6.7％）、店舗兼住宅が 19 件（6.1％）となっています。 

 ※集合集宅とは、全て空き室のアパートやコーポなどを指しています。 
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・建築物の構造についてみると、木造が 273 件で最も多く、86.9％を占めています。 

・次いで、防火木造が 26 件で 8.3％となっており、木造と防火木造を合わせると 95％以上
を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査した建築物について、危険性、防犯、生活環境、景観の視点から各調査項目にポイ
ントを設定し老朽度を計算したところ、老朽度が高いＡランクは１件もなく、老朽度が
低いＤ・Ｅランクで 91.4％を占めています。（老朽度判定の詳細は平成２８年度小平市空
き家等実態調査報告書に掲載しています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同様に、調査した建築物について、危険性、防犯、生活環境、景観の視点から各調査項
目にポイントを設定し管理不全度を計算したところ、管理不全度が高いＡ・Ｂランクは
１件もなく、管理不全度が低いＤ・Ｅランクで 97.1％を占めています。（管理不全度判定
の詳細は平成２８年度小平市空き家等実態調査報告書に掲載しています。） 
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③所有者等意向調査 
・309 件のアンケート発送に対し、194 件の回答があり、9 件の無効回答を除く有効回答率

は 59.9％となりました。 

・回答のうち、回答がなく白紙のものなど、9 件は無効回答として処理しました。 
項目 件数 

①：発送対象（現地調査で空き家と推定した箇所） 314 件 

②：①のうち所有者等が同一でかつ敷地を１宅地と 
  みなし発送を１通とした件数 45 件 

③：共有者数 40 件 

④：総発送数（①－②＋③） 309 件 

⑤：回答数 194 件 

 （⑤のうち郵送による回答） 185 件 

 （⑤のうちインターネット回答） 9 件 

 （⑤のうち催促文発送後の回答） 45 件 

 ⑥：⑤のうち無効回答数 9 件 

⑦：有効回答数（⑤－⑥） 185 件 

回答率（⑤÷④） 62.8% 

有効回答率（⑦÷④） 59.9% 

 

・空き家の現在の利用状況として、「使用している」が 93 件で、「使用していない」が 92
件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

・「使用している」と回答した方に、具体的な利用状況を質問したところ、「物置き・倉庫
として使用している」が 42 件で最も多く、次いで「賃貸住宅として貸出している」が 21
件となっています。 
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・建築物の建築時期については、「昭和 40 年以前」と「昭和 41 年～昭和 56 年 5 月」の合
計が 114 件で、旧耐震基準時の建築物が 61.6%を占めています。 

・「平成 12 年 6 月以降」の新しい建築物は 4 件（2.2％）に留まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・建築物の状態は、「現在でも問題なく住める（利用できる）」が 70 件で 37.4%、「一部改
修すれば使用できる」が 53 件で 28.3%となっています。 

・「危険性はないが使用できる状態ではない」は 20 件で 10.7％、「このままでは危険である」
は 2 件で 1.1%となっています。 
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 ・空き家等や跡地の利活用の意向について
は、「条件次第で利活用したい」が 85 件
で 45.7%、「利活用するつもりはない」が
71 件で 38.2%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利活用する上での必要な支援は、「取り壊しや建替えの費用を助成してほしい」が 30 件
で最も多く、次いで「耐震改修や修繕の費用を助成してほしい」が 20 件となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・行政や民間事業者、市民活動団体等に貸す意向は、「行政等に貸す意向はない」が 72 件
で最も多くなっており、Ａ～Ｅの回答のほとんどは有償を希望している状況となってい
ます。 

 

 

 

 

 

 

 
  

85件

45.7%
71件

38.2%

30件

16.1%

Ａ．条件次第で利活用したい

Ｂ．利活用するつもりはない

未回答
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（６）国及び東京都の取組状況 

国 

■空家等対策の推進に関する特別措置法 
国は、空き家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福

祉の増進と地域の振興に寄与することを目的として、平成26年11月に「空家等
対策の推進に関する特別措置法」を公布しました。 

また、平成27年２月に同法を一部施行するとともに、「空き家等」に関する
施策の実施に関する基本的な事項を記載した「空家等に関する施策を総合的か
つ計画的に実施するための基本的な指針」を定めました。 

そして、同年５月には同法を完全施行するとともに、同法第２条第２項に規
定する『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な
指針（ガイドライン）』を公表しました。 

■空き家再生等推進事業 
不良住宅、空き家住宅又は空き建築物の除却を行う「除却事業タイプ」と、

空き家住宅又は空き建築物の活用を行う「活用事業タイプ」があり、一定の要
件に該当する場合、各事業について国庫補助が行われます。 

■空き家対策総合支援事業 
空き家等対策計画（法第６条）に基づき実施する空き家の活用や除却などを

地域のまちづくりの柱として実施する市町村に対して、補助が行われます。補
助対象事業は、空き家等対策計画に基づく「空き家の活用」「空き家の除却」「関
連する事業」などとなっています。 

東 

京 

都 

■東京都空き家利活用等普及啓発・相談事業 
東京都は、空き家の発生抑制・有効活用・適正管理に関する普及啓発の取組

と、空き家所有者等からの相談業務を一体的に実施する事業者を公募し、選定
しています。選定された事業者は、空き家所有者等に空き家の問題について理
解を深めてもらうため、セミナー、フォーラムの開催や、専門家や協力事業者
との連携・協力による相談会の開催を実施しています。 

■空き家利活用等区市町村支援事業 
東京都は、区市町村が実施する実態調査や空き家等対策計画の作成、改修費

助成への補助等により、区市町村による計画的な空き家の利活用等を促進する
ことを目的として、区市町村の取組に対し、補助を行っています。 

■東京都空き家対策連絡協議会の設立 
東京都は、空き家等の適正管理及び利活用等の推進等、空き家対策の実施主

体である区市町村に対して、他自治体の取組の情報共有や専門知識の提供等に
よる技術的支援を図ると共に、空き家対策における課題解決に向けた共同検討
を行うため、東京都空き家対策連絡協議会を設置しています。 

■東京都居住支援協議会の設立 
東京都では、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

に基づき、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進及び住宅確
保要配慮者向けの賃貸住宅の供給の促進などについて、東京都、東京都住宅供
給公社、不動産団体及び福祉団体等で構成する東京都居住支援協議会において
協議しています。 
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（７）空き家等対策に係る課題 
これまで本市においては、条例や法に基づく空き家等の適正管理の助言・指導に努めて

まいりましたが、高齢化等の進展を背景として、高齢者等の施設入居や相続の機会が増え、
今後、さらに空き家等が増加することが予想されます。また、長期にわたり放置され、草
木の繁茂などによる周囲の生活環境へ影響を及ぼす、適正に管理されない空き家等の増加
も懸念されます。 

居住又は使用されなくなった家屋は、長期にわたり放置されると様々な問題を引き起こ
すこととなるため、更地化して売却されたり、再利用されることが望ましいですが、利活
用には費用・空き家等の規模・相続関係等の問題が関係し、空き家等の流通が停滞する傾
向があります。 

こうした背景を踏まえ、空き家等対策に係る課題は以下のとおりとなります。 

 

課題① 
・空き家等の発生を未然に防止できるように、多様な発生要因に対して適切な働きか

けを行うことが必要です。 

 

課題② 
・専門家団体や庁内関係課等の連携のもと、所有者等による主体的な適正管理を促す

とともに、空き家等が管理不全な状態にならないよう、所有者等に適正な管理を粘
り強く求めていくことが必要です。 

 

課題③ 
・民間事業者を中心とした空き家等の流通・利活用を推進するとともに、空き家等の

流通・利活用に向けて、専門家団体等との連携による相談体制の充実が必要です。 

 

  


